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【研究ノート】
パレスチナ問題と国連
─最終講義（2011年12月22日）の記録─
奈良本 英 佑
はじめに
一昨日（12月20日），国連安全保障理事会（以下，安保理）の非公式協
議で，英独仏とポルトガルのEU４カ国が，イスラエルによるヨルダン川西
岸地区での入植地建設続行，入植者によるモスク放火などの暴力を非難す
る共同声明を出した。その他の理事国も，これらの問題で同様の発言を行
い，アメリカを除く14カ国が，入植地建設を非難した。このようなイスラ
エルの入植活動は，パレスチナ問題の平和的解決を妨げる最大の要因のひ
とつだと考えられている。だが，入植地建設について，安保理としての決
議や共同声明の提案は見送られた。アメリカの拒否権で葬られることが明
白だったからだ1）。
このように，パレスチナ問題が国連安保理の議題になっても，アメリカ
の拒否権で安保理は何も決められない。言いかえれば，国連はパレスチナ
問題解決のために何ら強制力を伴う措置を取ることが出来ない。そうした
状態が長年つづいている。
しかし，振り返ってみると，パレスチナ問題100年の歴史を通じて，国連
（国際連盟と国際連合）は，この問題に深く関わってきた。国連は，パレス
1）	 20/12/2011	BBC:	http://www.bbc.co.uk/news/world-middle-east-16279947	ほか
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チナ問題をつくりだし，問題をこじれさせ，解決を試み，失敗してきた。
より正確には，国際社会が「国連の場で」問題をつくりだし，解決を試み，
失敗してきたのだといえる。
パレスチナ問題の本質は，一言でいえば，移民国家建設に伴う，移民と
先住民間の紛争である。このような紛争は，16世紀ごろからヨーロッパ人
の大量移住先となった世界各地に見られる。パレスチナは，日本の九州よ
りも狭く，現在の人口は，イスラエルとその占領地（ガッザ地区と西岸地
区）を合わせても1200万人程度に過ぎない2）。そのような地域紛争が，な
ぜ100年におよぶ国際紛争になったのか。それは，パレスチナが，ユーラシ
ア大陸とアフリカ大陸の結節点，また，地中海交易圏とインド洋交易圏を
つなぐ「陸橋」であり，戦略上の要衝に当るからだ。また，この土地が，
ユダヤ教，キリスト教，イスラームという３大宗教共通の聖地をかかえて
いるからでもある。
そのような土地であったからこそ，パレスチナをめぐる地域紛争は国際
政治のテーマとなり，このテーマには，国連という国際機関が深く関与す
ることになった。
この講義では，第1次世界大戦後から今日（2011年12月）に至る時期に
ついて，パレスチナ問題と国連の関わりを概観し，今後の状況を展望して
みよう。
I．国際連盟とパレスチナ
今日なお解決の見通しがつかないパレスチナ問題。このような問題をつ
くりだしたのは，国際連盟だった。
パレスチナ地方は，オスマン帝国領の一部だったが，帝国は，第一次世
界大戦で滅亡した。そこで，戦勝国のイギリスとフランスは旧オスマン帝
2）	 外務省のサイト，「イスラエル」（2010年統計），「パレスチナ」（2007年７月現在）など参照
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国領を，それぞれの勢力圏に分割し，その中のアラブ地域を英仏の委任統
治領とした。パレスチナはイギリスの勢力圏とされ，1922年，国際連盟理
事会が，英委任統治領パレスチナを正式に承認した3）。その際，理事会は，
パレスチナの統治にバルフォア宣言を適用することを決めた。宣言の要点
は，①パレスチナにユダヤ人のナショナルホーム（"a	national	home	for	the	
Jewish	people”）建設を支援する②ただし，パレスチナに現存する非ユダヤ
人社会の権利を侵害してはならない─というものだ。パレスチナにユダ
ヤ国家の建設を目指していたシオニストたちは，「ナショナルホーム」を，
将来の「ユダヤ国家」だと了解していたから，①と②は両立しない。同時
代のアメリカ外交官は「『肉を切ってもよいが，血の一滴も流してはならな
い』（ヴェニスの商人）というようなものだ」と皮肉った。このように，パ
レスチナの委任統治は，当初から内部矛盾をかかえていた。
イギリス支配の下，パレスチナは，ユダヤ移民ラッシュに見舞われた。
その第１波（第４次アリヤ）は，1920年代半ばのポーランド政治危機に伴
うもの，第２波は，1933年のナチス政権成立によるものだ。ナチスは，「ユ
ダヤ人」とされた人々を迫害する一方，彼らのパレスチナへの移民には便
宜を図った。この結果，パレスチナのユダヤ（ユダヤ教徒）人口は，1920
年から1947年までのあいだに，約６万人から10倍の60万人に激増した。同
期間，アラブ（イスラーム教徒とキリスト教徒など）人口は約70万人から
130万人になった4）。
移民してきたユダヤ人たちが「将来，ここはわれわれの国になるのだ」
と公言したから，先住民のアラブ人は危機感をつのらせた。このような委
任統治政策に対するアラブの反発で起きた最初の大暴動が，1929年８月の
「西の壁（または嘆きの壁）事件」で，約250人が死んだ。1936年には，委
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3）	 Full	text:	Mahdi	F.	Abdul	Hadi.	ed., Documents on Palestine	vol.	I,	Jerusalem,	1997,	pp.52-55
4）	 委任統治末期の詳しい公式データは，Anglo-American	Committee	of	Inquiry,	A Survey of 
Palestine: Prepared in December 1945 and January 1946（ 復 刻 版 は，Institute	for	Palestine	
Studies,	Washington,	D.C.,	1991）参照
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任統治とシオニストの入植に反対するパレスチナ・アラブのゼネストと反
乱が起こった。イギリスは，1939年までに，２万人の軍隊と軍用機や戦車
を動員して反乱を鎮圧したが，アラブの反発をなだめるため，従来の政策
の見直しを迫られた。
第２次世界大戦目前の1939年５月，イギリスは白書5）を発表し，①ユダ
ヤ人の「ナショナルホーム」は「ユダヤ国家」を意味しない②ユダヤ移民
とユダヤ人による土地取得を厳しく制限する―という方針を打ち出した。
シオニストは，これを「イギリスの裏切り」だと非難し，第２次大戦が
終わると，今度は彼らが反乱を起こした。イギリスは８万もの兵力を動員
しながら，反乱を鎮圧できなかった。大戦中のナチスによるユダヤ人大虐
殺の事実が明かされると，欧米世論の同情がシオニストに集まり，それが
イギリス軍の手足を縛ったからだ。
そこで，イギリスは，アメリカの支援を求め，共同でパレスチナ問題を
解決しようとした。しかし，トルーマン大統領が，アメリカ国内で力をつ
けてきたシオニスト・ロビーの圧力を意識して，イギリスの意向を無視し
たスタンド・プレーを続けたため，両国の協調は失敗した6）。イギリスは，
英米協調による解決をあきらめ，パレスチナ問題を，国際連盟の後継組織
と考えられる国際連合に委ねるほかなかった。
II．国際連合とパレスチナ（1）
その国際連合は，パレスチナ問題の解決をさらに難しくした。なぜ，こ
のようなことになったのか。
国際連合で最初にパレスチナ問題が扱われた時期は，米ソ冷戦が始まっ
た時期とかさなる。この時期，アメリカとソ連は，パレスチナ問題でシオ
5）	 Full	text:	Abdul	Hadi,	op.cit.	111-116
6）	 英米協力の失敗とイスラエル建国については，Michael	J.	Cohen	Palestine and the Great 
Powers 1945-1948,	Princeton,	1982	などに詳しい
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ニスト支援を競い合った。一見すると奇妙だが，どちらも，戦略的要衝に
あるこの土地に，自陣営に友好的な政権がつくられることを望んでいた。
そして，双方とも，ヨーロッパ人移民を主体とするシオニストが優勢だと
見たからだ。このため，アメリカはイギリスとの協調を犠牲にし，ソ連は，
「シオニズム反対」というそれまでの看板を捨てた。
パレスチナ問題を付託された国連は，1947年４月，「国連パレスチナ臨
時委員会」を設け，５月13日には，そのうちの10カ国ならなる「国連パレ
スチナ問題特別委員会」（UNSCOP）を設置した。その翌日，ソ連のグロ
ムイコ外務次官は，パレスチナ分割も容認すると演説，つまり，シオニス
トの要求するユダヤ国家の樹立を認める意向を示して，世界を驚かせた。
UNSCOPは，パレスチナの現地調査などを経て，８月31日，報告書をまと
めた。全員がパレスチナ委任統治の速やかな終結とパレスチナ独立実現を
求める点では一致したが，パレスチナの将来について統一見解を示すこと
は出来ず，多数派案（欧米７カ国）と少数派案（インドなど３カ国）の両
論併記となった。
多数派案7）は，パレスチナを「ユダヤ国家」と「アラブ国家」に分割，
エルサレムを囲む小地域を「国際管理」下に置くというもので，それぞれ，
パレスチナ全土の57％弱，43％弱，１％弱を割り当てるものだ。両国は「経
済同盟」を結んで地域経済の一体性を保つことになっていた。当時，ユダ
ヤ人所有地は，全土の7％程度，ユダヤ人口は30％弱だったから，「ユダヤ
国家」予定地には，ユダヤ人とほぼ同数のアラブ人が含まれていた。この
ような，ユダヤ国家有利な線引きが行われた背景には，①大戦中のナチス
の迫害でヨーロッパに多数のユダヤ難民が発生，彼らの再定住が進まなか
ったこと②パレスチナ・アラブが国連を信用せず，UNSCOPの現地調査を
ボイコットしたこと③シオニスト支援を競う米ソの意向がUNSCOP構成
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7）	 Full	text:	Abdul	Hadi	op.cit.,	pp.148-149
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国の意思決定に影響を与えたこと―などが考えられる。先住民のアラブ
には，全く受け入れられないものである。
一方，少数派案は8），（1）パレスチナをユダヤ自治国（state）とアラブ
自治国からなる連邦国家とし，首都はエルサレム，中央政府が防衛，外交，
移民などを管轄する。（2）国籍は，全員が「パレスチナ」とする。（3）議
会は２院制で，ひとつは人口に比例して選出され，ひとつはアラブとユダ
ヤ同数の議員で構成される―というものだ。人口では，アラブが２倍強
だから，連邦政府が無制限のユダヤ移民を認める可能性はほとんど望めな
い。それぞれの自治国では，高度な自治が認められても，パレスチナにユ
ダヤ国家建設を目指してきたシオニスト内の多数派にとっては，受け入れ
られない内容であった。
UNSCOPの報告を受けて，シオニストを支持するアメリカは，10月11日
に多数派案支持を表明し，２日後には，ソ連が同様の立場を明らかにした。
これら２つの案を具体化するため，パレスチナ臨時委員会は，10月22日，
その内部に，多数派案支持国を中心とする第１小委員会と，少数派案支持
国を中心とする第２小委員会を設置した。第１小委員会には，UNSCOP多
数派７カ国にアメリカとソ連が加わり，第２小委員会には，少数派３カ国
に加えアラブ６カ国が参加した。
第２小委員会は，法的，実質的両側面から，多数派案に対する詳細な検
討を行った9）。
パレスチナ問題を法的にみると，先ず，バルフォア宣言が国際法的に有
効かどうかが問題だ。仮に有効だとしても，同宣言のいう「ユダヤ人のナ
ショナルホーム」がパレスチナにおけるユダヤ人の主権を認めたものとは
解釈できない。また，国際連盟の委任統治領パレスチナは，まだ，国際連
8）	 Full	text:	Ibid.,	pp.149-150
9）	 第２小委員会のFull	text:	Abdul	Hadi,	op.cit.,	pp155-170
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合の信託統治に移管されていない。だから，国際連合には，パレスチナの
独立を承認する以上の権限がない。そもそも，国連がパレスチナの扱いに
ついて，勧告したり，決定したりする権限を持っているかどうかが問題だ
から，先ずは国際司法裁判所の見解を求めるべきだ。第２小委は，このよ
うに考えた。
そのうえで，第２小委は，多数派案を検討した。先ず法的にみると，そ
もそもパレスチナ委任統治は，パレスチナ分割を目的としたものではない。
また，同地域住民のマジョリティ（アラブ人）の意思に反して同地を分割
することは，国際連盟と国際連合憲章の原則に反する。だから，国際連合
が，マジョリティ（アラブ人）の土地を取上げてマイノリティ（ユダヤ人）
に与える権限はない，とした。
そして，具体的に以下の諸点を指摘した。（1）多数派案の「ユダヤ国家」
では，その領域に含まれるアラブ人が，ユダヤ人より多数になる。また，
アラブ人所有地の面積がユダヤ人の所有地をはるかに超える。だから，ユ
ダヤ人を極端に優遇するこのような分割は，不公正である。（2）そもそも，
アラブ人とユダヤ人が混住している現状からみて，分割境界線を引くこと
自体が不可能である。これは，1938年以来イギリスの諸調査委員会が行っ
た検討で，すでに明らかにされている。（3）ユダヤ人によるパレスチナへ
の移民を優先させるため分割が必要だという多数派の論理は，わずかに残
されたアラブ社会とユダヤ社会の間の友好・協力関係の可能性を破壊する。
（4）パレスチナの経済的一体性が必要だが，政治的に分割すれば経済の一
体性は維持できない。（5）「ユダヤ国家」は生存可能だが，「アラブ国家」
は資源を欠き，まったく生存不可能である10）。
同小委員会は，多数派案が，アラブ人とユダヤ人の関係を一層悪化させ，
パレスチナに深刻な紛争をもたらし，中東と世界の平和を脅かすものだ，
と厳しく批判し，こう締めくくった。分割案は，法的には欠陥をはらみ，
パレスチナ問題と国連
10）	 委任統治末期のユダヤ人所有地は，パレスチナ全土の６～７％に過ぎない。図Ａ参照。
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政治的には不公正であり，経済的にはまったく実現不可能であると。その
後，現在に至る過程を見れば，第２小委員会のこの指摘が的を射ていたこ
とは明らかだろう。だが，当時の国連では，アジア・アフリカの途上国は
明らかに少数派だった。
国連は，米ソが推す多数派案を採用することになる。
11月25日，臨時委員会は３つの小委員会提案を票決した。
第２小委員会は，先の少数派案を基礎に，次のような案をパレスチナ臨
時委員会に提出していた。
（1）パレスチナの人口に比例した構成員による臨時政府を設立，ここで
選挙法を制定し，制憲議会の選挙を実施する。（2）委任統治権力は，その
後１年以内に撤退する。（3）憲法制定の諸原則は，①パレスチナは統一主
権国家とする②国民の基本的人権を保障する③マイノリティの権利を保
障，ユダヤ人口多数地区では，ヘブライ語を第２公用語と認める―など
図Ａ　パレスチナのユダヤ人土地所有地（1944年）
11）	 Full	text:	Abdul	Hadi,	op.cit.,	pp.170-171
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の内容だ。この提案には，連邦制や２院制議会への言及はなかった11）。
この提案は，賛成20対，反対29，棄権17で否決された。
次に，パレスチナ住民の多数の意思に反して，国連加盟国がパレスチナ
問題の処理や勧告を行う権利があるかどうか，国際司法裁判所の判断をあ
おぐべきだとする，第２小委員会の提案が票決され，賛成20，反対21の一
票差で否決された12）。
さらに，もうひとつの同小委員会提案が，16対16の可否同数で不採択と
なった。これは，ユダヤ難民，戦災難民について，その出身国が彼らの再
定住に努力し，あるいは，国連加盟国が分担して彼らを引き受けるという
ものだ13）。
続いて，多数派案を少し手直しした，第１小委員会案が採決され，25対
13，棄権17で可決された。だが，これでは，総会本会議での決議成立に必
要な票数が不足した。賛成と反対の合計に対し，賛成票が３分の２以上必
要なのだ。総会まで，残された時間はわずかだった。そこで，シオニスト
の要請を受けたアメリカは，急遽，ホワイトハウス主導で加盟国に圧力を
かけた。これを，外交のジャーゴンで”Arm	twisting”（腕のねじ上げ）と
いう。
その結果，11月29日，この第１小委員会案が，国連総会決議181号14）（図
Ｂ）として採択された。票決結果は，33対13対10。棄権が減り賛成が増え
た。大きく票が動いたことが分かる。戦後復興にアメリカの経済援助が不
可欠なフランスは，棄権から賛成に転じた。その他，アメリカの圧力に弱
いいくつもの小国が立場を変えた。賛成した諸国は，米ソとその影響下に
ある欧米，ラテン･アメリカ諸国が圧倒的に多い。反対したのは，ほとんど
がアジア・中東諸国。中国とイギリスは棄権した。
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12）	 Full	text:	Ibid.,	p.171
13）	 Full	text:	Ibid.,	p171-172
14）	 Full	text:	Institute	for	Palestine	Studies	（以下IPS）,	United Nations Resolutions on Palestine and 
the Arab- Israel Conflict vol.	I,	Washington,	D.C.,	pp.4-14
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シオニストは決議181号受け入れを表明したが，パレスチナ･アラブとア
ラブ諸国は，これを拒否した。パレスチナでは，シオニスト，アラブ双方
の民兵の間で内戦が始まり，翌年５月14日，イギリスの委任統治が終了す
ると，シオニストはイスラエル建国を宣言，アラブ諸国軍がパレスチナに
侵攻し，第1次中東戦争が勃発した。イスラエルは，チェコスロヴァキアか
ら新式の兵器を購入して戦いを有利に進め，1949年９月の休戦協定まで
に，パレスチナ全土の77％以上を支配下に置いた。181号が「ユダヤ国家」
に与えた領土に，約20％分を積み増したのだ（図Ｃ）。
イスラエル国家に対し真っ先に「事実上の」（de	fact）承認を与えたのは
アメリカだ。ソ連は，その翌日「正式の」（de	jure）承認を与えて対抗し
た。チェコスロヴァキアの兵器輸出にゴーサインを出したのはソ連である。
この戦争で，パレスチナ･アラブは，約75万人が逃亡，または追放され，
近隣アラブ諸国で難民となった。
図Ｂ　国連の分割案（1947年11月）
15）	 Full	text:	Abdul	Hadi,	op.cit.,	pp.192-193
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イスラエル優勢がはっきりした1948年12月，国連総会は，双方の和解を
促す，決議194号15）を採択した。同決議の第８項は①帰宅して隣人と平和
に暮らすことを望む難民の速やかな帰還②帰還を望まない難民には公正な
補償―を求めた。これが，パレスチナ難民「帰還権」の根拠となる。
その１年後，1949年12月，イスラエルの国連加盟を認める総会決議273
号16）が採択された。加盟に際し，イスラエル代表は，上記の総会決議181
号，同194号にも言及し，国連総会と安全保障理事会の諸決議に反する政策
は採らない旨を安保理で表明した17）。しかし，イスラエルは，181号が定め
た「ユダヤ国家」の国境線を越えて占領したプラスアルファの領土から，
撤退を求められることはなかった。194号第８項の難民帰還権については，
国連総会が，その再確認を繰り返し決議するが，今日（2011年12月）に至
るまで，イスラエルは帰還拒否を貫いている。
図Ｃ
1949年７月までにイスラエルが占領
パレスチナ問題と国連
16）	 “Resolutions	adopted	by	the	General	Assembly	at	its	3rd	session”:	http://www.un.org/depts/
dhl/resguide/r3.htm
17）	 Fred	J.	Khouri,	The Arab Israel Dilemma	3rd.	ed.,	Syracuse	University,	1985,	p.105		
152
III．国際連合とパレスチナ（2）
先の総会決議194号による国連の和解工作は，ことごとく失敗し，紛争は
慢性化した。この紛争は，1967年6月の第3次中東戦争で新たな段階を迎え
る。この戦争で圧勝したイスラエルは，旧委任統治領パレスチナの全土，
さらにエジプトのシナイ半島とシリアのゴラン高原を占領した（図Ｄ）。現
在，パレスチナにおける「イスラエルの占領地」といえば，普通は，この
時に占領したヨルダン川西岸地区（以下，西岸地区）とガザ地区を指す。
　新たな事態を受けて，国連安保理は，同年11月，戦後処理の基本原則
となる，決議242号18）を採択した。要点は①戦争による領土の獲得は認め
ず②「最近の戦闘で占領した地域」からのイスラエル軍の撤退③「その地
域のすべての国」が，承認された境界のなかで平和に生存する権利の確認
―である。決議は，各方面に配慮して，「イスラエル軍」以外の固有名詞
図Ｄ　第三次中東戦争（1967年６月）
18）	 Full	text:	Abdul	Hadi,	op.cit.,	p.210
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を使わなかった。だが，「最近の戦闘で占領した地域」に西岸地区とガザ地
区が含まれるというのが，イスラエルを除くほとんどの国連加盟国の見解
である。
この戦争の重要な帰結のひとつは，「パレスチナ人」（Palestinian	people）
という新たなプレーヤーが国際政治の舞台に登場したことだ。第1次中東
戦争以来，彼らは，単に「難民」または「アラブ難民」を呼ばれ，人道的
救済の対象でしかなかった。だが，この戦争でアラブ諸国の惨敗を見たパ
レスチナ人は，自力解放の必要性を痛感し，アラブ諸国によって設置され
たパレスチナ解放機構（PLO）を改組して，自分たちの自主的な組織につ
くり変えた。自立したPLOは，イスラーム教徒もキリスト教徒もユダヤ教
徒も，あるいは，アラブ人もユダヤ人も平等な権利と義務を分かち合う，
「政教分離の民主的パレスチナ」19）を目指すという新しいスローガンを掲げ
た。組織と政治路線の再編が行われたのは，1969年～70年の時期だ。排外
主義を捨てた「民主的パレスチナ」論は，国際世論から好意的に受け止め
られるようになる。
もう一つの帰結は，パレスチナに隣接するエジプトとシリアの主要な関
心事が，被占領地の奪還になったことだ。アラブ民族主義の代表格だった
両国とも，武力による「パレスチナ解放」が不可能であることを思い知ら
され，より限定された，直接的な国益重視の傾向を強めた。
1973年10月の第４次中東戦争は，エジプトとシリアが共闘してイスラエ
ルに奇襲をかけたものだが，目標は，領土の一部奪還に限定された。エジ
プトは，シナイ半島の一部を回復して，ある程度の目標を達成し，イスラ
エルとの交渉を通じて全土を取り戻す可能性を開いた。
一方で，第4次中東戦争は，PLOに新たな活躍の場を準備した。この戦争
に合わせて，アラブ石油輸出機構（OAPEC）が，10月17日，「石油戦略」
パレスチナ問題と国連
19）	 Mohammed	Rasheed,	Towards a Democratic State in Palestine: the Palestinian Revolution and 
the Jews vis-à-vis the Democratic, Nonsectarian Society in the Palestine of the Future, Beirut,	
1970.
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を発動したからだ。その要点は，①イスラエルが国連の諸決議を受け入れ
るまで，毎月５％ずつ原油輸出を減らす②イスラエルへの肩入れが際立つ
アメリカとオランダに対しては，原油輸出を禁止する③原油の公示価格を
70％引き上げる―というものだ。輸出削減と合わせて，OAPECは公示価
格を段階的に引き上げ，1973年10月当時，わずか１バレル当り＄３だった
原油が，翌年には５倍になり，＄15を超えた20）。
この事件を「第1次石油ショック」という。日本でもパニックが起こり，
1973年の暮には，団地のスーパーから合成洗剤とトイレットペーパーが消
えた。主婦たちが買い溜めに走ったのだ。また，ガソリン・スタンドには，
石油ストーブの燃料を買う行列ができた。
米ソを除く先進工業国は，原油の供給を主として中東・北アフリカ地域
に頼っていた。西欧諸国と日本は，石油ショックを機に，急速に中東政策
を見直し，アラブ諸国とPLOに代表されるパレスチナ人の主張に耳を傾け
るようになった。直接の動機は中東原油確保だった。しかし，これらの諸
国は，中東紛争の核心にパレスチナ問題があること，パレスチナ人の存在
と意思を無視して中東紛争の解決があり得ないことを理解し，アメリカの
中東政策に距離を置くようになった。
例えば，1973年11月22日発表された，日本政府の二階堂官房長官談話21）
は，安保理決議242号を敷衍して，中東紛争解決のために①1967年戦争の
全占領地
4 4 4 4
（傍点，筆者）からのイスラエル兵力の撤退②公正，かつ，永続
的平和実現にあたりパレスチナ人
4 4 4 4 4 4
（同）の国連憲章に基づく正当な権利が
承認され，尊重されること―が必要だと述べ，イスラエルがこれらの原
則に従わない場合は，「対イスラエル政策を再検討せざるを得ないだろう」
と警告した。日本の外交政策としては異例である。西欧諸国の中東外交に
20）	 第１次石油ショックについては，例えば，ダニエル・ヤーギン（日高義樹，持田直武共訳）
「石油の世紀：支配者たちの興亡」（日本放送協会出版，1991年）29章『武器としての石油』。
21）	 外 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ か ら	http://www.	mofa.	go.	 jp/mofaj/gaiko/bluebook/1974_2/s49-	
shiryou-	4-1-14.	htm
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も，同様の変化が起こった。
再編されたPLOは，ゲリラ諸団体の連合組織として出発したが，第４次
中東戦争を機に，武装闘争から政治・外交へと重点を移動させて行った。
1960年代以降国連に加盟した多数の途上国の間に圧倒的な支持を広げた
だけでなく，ヨーロッパ諸国への働き掛けを強めた。石油戦略による先進
工業諸国の政策見直しもあり，PLOの外交は大きな成功をおさめた。
その結果，国連総会は，1974年10月，「パレスチナ人の代表PLO」を招
待する決議3210号22）を105－４，棄権20で採択し，11月，アラファートPLO
議長の国連演説を実現させた。西側の先進工業国では，日本，フランス，
イタリアなどが賛成した。棄権は，イギリス，西ドイツなど。反対したの
は，アメリカ，イスラエルとカリブ海の2国だけである。
続いて，国連総会は，同月22日，「パレスチナ人民の権利を認める決議」
3236号23）を89－７－３で，PLOに国連総会オブザーヴァーの資格を認める
決議3237号24）を95－17－19で，それぞれ採択した。
決議3236号は，パレスチナ人の「自決権と民族独立の権利」を確認し，
彼らが「国連憲章の目的と原則に基づくあらゆる手段により，その諸権利
を回復する」ことを認め，「すべての国と国際機関に対し，国連憲章に基づ
き，自らの権利を回復するためのパレスチナ人民の闘争を支持」するよう
呼びかけている。
国連総会では，さらに，1975年11月，「シオニズムは人種主義の一形態」
とする決議3379号25）が成立（1991年に撤回），1977年12月には，かつてパ
レスチナ分割を決めた181号成立の11月29日を「国際パレスチナ人民連帯
デー」とすることを決議した26）。パレスチナ問題に関する国連総会の責任
を認めたことになる。
パレスチナ問題と国連
22）	 Full	text:	IPS,	op.cit.,	vol.I,	p.109
23）	 Full	text:	Ibid.	pp.111-112
24）	 Full	text:	Ibid.,	p.112
25）	 Full	text:	Ibid.	vol.II,	p.7,日本は棄権。（国連総会決議3379号で取り消し	Ibid.	vol.III,	p.194）
26）	 国連総会決議32/40B号,	Full	text:	Ibid.	vol.II.	p.47,日本は棄権
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この時期が，PLOの外交攻勢成功の絶頂期だった。
IV．国連除外（アメリカ主導の「和平工作」）
PLO国連外交の成功，アメリカの国連での孤立，この状況のもとで，ア
メリカは，あらたな中東外交戦略を採用した。国連を迂回する「中東和平
の仲介」である。これは，同時に，最も重要な当事者のひとつPLOを排除
して，アラブ諸国とイスラエル間を仲介することであった。
一方，先に述べたように，アラブ諸国は，アラブ民族主義の看板「パレ
スチナの解放」よりも，それぞれ自国の「国益」を強調するようになって
いた。エジプトは，領土回復の戦略でソ連とアメリカを天秤にかけ，第4次
中東戦争を境に親ソ外交を親米外交に切り替えた。外交で領土を取り戻す
ためには，イスラエルと親密な関係にあるアメリカの仲介が不可欠だと判
断したからだ。アメリカは，アラブ諸国のこうした事情を見逃さなかった。
アメリカのカーター政権が仲介した，エジプトとイスラエルのトップに
よるキャンプ・デーヴィッド合意（1978年５月）は，国連とPLOを迂回し
除外したアメリカ中東外交が最も成功した例である。この合意を受けて，
1979年３月，エジプトとイスラエルは平和条約を結び，イスラエル軍は
1982年５月までに，シナイ半島から撤退した。イスラエルとの合意で，エ
ジプト軍はシナイ半島に展開せず，ここを非武装地帯とした。
続いて，アメリカのレーガン政権は，第1次レバノン戦争の仲介役を買っ
て出て，レバノンからPLO本部とゲリラ部隊を撤退させることに成功する。
1982年６月，エジプト戦線から解放されたイスラエルが，突如レバノン
に侵攻し，レバノン南部を占領，ベイルート西部を包囲して連日の砲爆撃
を行った。アメリカは，イスラエル軍撤退を要求する国連安保理決議案を
３度の拒否権で葬った27）。同様の国連総会決議は，アメリカとイスラエル
を除く圧倒的多数で採択されたが，両国は無視，アメリカによる直接仲介
の舞台を整えた。アメリカは，仲介工作を通じて，イスラエル軍撤退から
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PLO撤退にテーマを切り替え，PLO壊滅を目論んだイスラエル支援に成功
したのだ。
PLOのゲリラ兵8000人撤退後の同年９月，ベイルートのパレスチナ難民
キャンプで，イスラエル軍に支援されたレバノン人右派の民兵「アル・カ
ターイブ」により，多数の難民が虐殺された28）。イスラエル軍は，アメリ
カの容認の下，レバノン南部に居座った。その後，イスラエル軍を撤退に
追い込んだのは，レバノン人シーア派「ヒズブッラー」ゲリラの執拗な攻
撃であった。
しかし，アメリカによるPLO排除にも限界があった。
第１の転機は，イスラエル占領下のパレスチナ人による長期の抵抗闘争
「インティファーダ」で，これは1987年12月に始まった。これが，1988年
11月の「パレスチナ独立宣言」29），翌月，アラファートの国連演説につなが
る。アメリカは，翌1989年から，PLOの代表と「低レベル，非公式」の会
談を始めた。イスラエルによる西岸・ガッザ地区の占領を放置した「中東
和平」が不可能なことが明らかになったからだ。
第２の転機が，1990年８月のイラク軍によるクウェイト占領，翌年１～
２月の湾岸戦争だ。クウェイト占領を非難したアメリカのブッシュ（父）
政権に対し，イラクのサッダーム・フセイン大統領は，イラクのクウェイ
トからの撤退と合わせてイスラエルの西岸・ガッザ地区からの撤退を実現
すべきだという「リンケージ論」を打ち出した。これが，アラブ・イスラ
ーム諸国民から強く支持されたため，ブッシュ政権は，政策転換をせまら
れた。
パレスチナ問題と国連
27）	 ６月８日，同26日，８月６日　Donald	Neff,	“An	Updated	List	of	Vetoes	Cast	by	the	United	
States	to	Shield	Israel	from	Criticism	by	the	U.N.	Security	Council”
	 http://www.wrmea.com/archives/May-June_2005/0505014.html
28）	 正確な死者数は不明。イスラエルの公式調査団「カハン委員会」の推定で800人，パレスチ
ナ赤新月社によると，約3000人。
29）	 Full	text:	Abdul	Hadi,	op.cit.,	pp.331-333
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その結果，1991年10月から，アメリカの主導で中東和平マドリード国際
会議が開かれ，パレスチナ代表団は，「ヨルダン＝パレスチナ合同代表団」
の一部分として参加，これに続くワシントンでの個別交渉では，パレスチ
ナ独自の代表団としてイスラエルとの交渉に当った。この代表団は，不断
にチュニスのPLO本部と連絡を取り，指示を受けていたが，ブッシュ政権
は黙認した。つまり，アメリカは，事実上，PLOとイスラエルに交渉の場
を提供することになったのだ。
名実ともにPLOとイスラエルの直接交渉と言えるものは，1993年１月，
極秘裏にオスロで始まった。この秘密交渉について，アメリカが何時から，
どの程度知っていたかは，まだ明らかではない。だが，一般に「オスロ合
意」（正式名称「暫定自治政府に関する原則の宣言」）30）と呼ばれる平和協
定の調印式は，ノルウェイの首都ではなく，アメリカの首都ワシントンで
行われ，クリントン大統領が立会人となった。国連の関与はなかった。
その後，「オスロ合意」に基づくPLOとイスラエルの交渉を，直接，間接
に仲介したのもアメリカだった。この平和協定は，占領地である西岸・ガ
ッザ地区の一部でパレスチナ人の暫定自治を開始，両者の交渉を通じて自
治の範囲と，将来の政治関係，入植地，難民問題などの懸案事項を検討し
５年以内に結論を出すことを定めていた。だが，オスロ合意は，出発点と
なる現状認識（西岸・ガッザ地区はイスラエルの「占領地」に当るのか，
など）と，その終点となる到達目標（「パレスチナ独立国家」樹立を認める
のか，など）を，いずれもあいまいにしていた。だから，交渉は必然的に
長引いた31）。
そこで，2000年，クリントン政権は，アラファートPLO議長とバラック・
イスラエル首相のトップ会談による劇的な問題解決を企画した。こうして，
30）	 Full	text:		IPS,	The Palestinian-Israeli Peace Agreement—A Documentary Record,	Washington,	
D.C.,	1993.	pp.117-127
31）	 交渉では，パレスチナ自治政府の管轄区域の拡大でも，1995年の「オスロⅡ」段階からほ
とんど前進しなかった。「Ｃ地域」では，自治政府の権限は皆無。（図Ｅ）
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同年７月，両首脳とアメリカ大統領を交えた「キャンプ・デーヴィッド会
談」が開かれたが，交渉継続を決めただけで，意味のある合意はなかった。
アメリカのギャンブルともいえる企画は失敗したのだ。
その後まもなく，パレスチナでは第２次インティファーダ，イスラエル
軍によるパレスチナ自治区の再占領が続き，「オスロ合意」体制は，事実上
崩壊した。PLOとイスラエルの交渉は，アメリカの仲介で2010年９月まで
断続するが，進展はまったく見せていない。
この間，アメリカは，国連安保理での拒否権行使によって，国連のパレ
スチナ問題への実質的な関与を徹底して排除した。イスラエルの政策を批
判，または非難する安保理決議案に対するアメリカの拒否権行使は，1972
年９月以来，2011年12月現在までに40回を超える32）。こうして葬られた決
図Ｅ　オスロⅡ
パレスチナ問題と国連
32）	 1972年～2000年，イスラエルに関る決議案へのアメリカの拒否権行使は33回。Donald	Neff,	
op.cit.;	2001年以降，同様の拒否権行使は計９回。内８回は2001～６年，Bush	II政権時代に
集中。UN	News	Center		http://www.un.org/News/dh/latest/searchFull.asp	
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議案は，いずれも直接・間接にパレスチナ問題に関るものだ。米ソ冷戦終
結以来，安保理での拒否権行使は，圧倒的にアメリカに集中している。
アメリカの拒否権行使が目立つのは，PLOが国連外交で大きな成功を収
めた1975～６年，イスラエルのレバノン戦争が国際的な非難を浴びた1982
年，インティファーダが国際的な注目を集めた1988～1990年などの時期
だ。いずれもイスラエルの国際的孤立が際立った時だが，アメリカは，イ
スラエルに対する非難と制裁措置を全力で阻止した。
こうした安保理決議案のテーマになったのは，主として，イスラエル軍
によるレバノンやシリアなど隣接諸国への軍事攻撃，領土の占領，パレス
チナ人に対する殺傷，「超法規的処刑」，パレスチナ人の自決権や生存権の
保障，東エルサレムを含む占領地での入植活動，占領地でのパレスチナ人
の土地奪取や「分離壁」建設，非武装のパレスチナ人抵抗運動に対する「過
剰な実力行使」などだった。こうした諸問題について，アメリカ政府は，
時々，国務長官やホワイトハウス報道官らが，イスラエルを批判して見せ
た。しかし，このようなアメリカの見解と同様の安保理決議案が提案され
ると，これらの問題は「当事者同士の交渉で解決すべきこと」で「国連の
関与は非生産的」と主張，あるいは，「イスラエルだけを非難するものでバ
ランスを欠く」などとして拒否権を発動した。イスラエルは，この事情を
知り尽くしていたから，アメリカからの言葉だけの批判は，黙って受け流
しておけばよかった。
おそらく，拒否権行使と同じくらい効力を発揮したのが，拒否権発動の
示唆や予告だった。たとえば，イスラエルの軍事的な攻勢が続く間は，「国
連の関与は時期尚早」などの理由を付け，拒否権をちらつかせて停戦決議
案の採決を先延ばしにする。イスラエルが作戦目標を達成して戦況が一段
落するのを待つ方法だ。この手法は，第一次レバノン戦争（1982年），第
２次レバノン戦争（2005年），イスラエル軍による西岸地区再占領「防衛
の盾」作戦（2002年），同じくガッザ地区侵攻の「カスト・レッド」作戦
（2008年暮～翌年１月）などで用いられた33）。
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2009年１月，オバマ政権が成立すると，アラブ･イスラーム諸国や西欧
諸国では，アメリカがこのような政策を修正するかも知れないという期待
が高まった。とくに，同年６月４日，オバマ大統領がカイロ大学での演説
で，アメリカとイスラーム世界との和解を訴え，イスラエルの入植活動を
強く批判，その中止を求めたとき，ブッシュ（息子）政権時代の中東政策
の転換を予想する関係者も少なくなかった。この頃から翌年にかけて，ア
メリカがイスラエルの入植活動非難決議案に拒否権を使わず，棄権するこ
とを検討している，とのニュースが伝えられた34）。
2010年９月26日，イスラエル政府が10ヶ月間の入植地建設「凍結」を解
除，入植活動を本格化させると発表した。これを受けて，国連安保理では，
翌年1月，入植再開を非難し，1967年以降に建設されたすべての入植地撤
去を求める決議案が上程された。アメリカの元外交官や元政府高官らは，
連名で，オバマ政権が決議案に賛成するよう求めた35）。EU諸国の間でも，
アメリカが拒否権を使わず，棄権にとどめるのではないかとの期待があっ
た。しかし，この決議案は，２月18日，15か国中14カ国の賛成を得ながら，
アメリカの拒否権で否決された36）。オバマ政権は従来の政策を転換せず，
パレスチナ人やアラブ・イスラーム諸国は大いに失望した。
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33）	 公表された公式記録はないが，各種メディアで連日報道。例えば，「カスト・レッド」作戦
におけるアメリカの拒否権行使の予告などについては，2008年12月28日～09年１月８日，
AP,	BBC,	Reuters,	読売などの関連記事
34）	 2/6/2009	Reuters;	30/4/2010	Guardian など
35）	 “Letter	to	the	President	of	the	United	States,	18	January	20011”http://www.	academyofdiplomacy.	
org/publications/article_archive/Letter	%20to%20Obama%20by%20Steve%20Clemons.	html 
カーラ・ヒルズ元通商代表，トーマス・ピッカリング元国務次官，ロバート・パスター同次
官補，フランク・カルルッチ元国防長官，エドワード・ウォーカー元・駐イスラエル大使ら
45人が署名
36）	 UN	News	Center　http://www.un.org/apps/news/story.asp?NewsID=37572&Cr=palestin&
Cr1=&Kw1=United+States&Kw2=Israel&Kw3=veto　これは，オバマ政権発足後，初の
拒否権行使
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V．国際連合とパレスチナ（3）
PLOは，戦術転換を迫られた。PLOは，国際的に孤立してもイスラエル
の政策を擁護し続けるアメリカを知り尽くしていたはずだ。しかし，その
一方で，イスラエルに圧力をかけてその政策変更を迫ることができるのは
アメリカしかない，と考えてきた。だが，アメリカを仲介とするイスラエ
ルとの直接交渉は，何ももたらさず，その間，イスラエルが有利な既成事
実を積み重ねただけであった。
図Ｆ　Projection of Lsrael's West Bank Partition Plan - 2008
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写真１　カルキーリヤ市を取り囲む分離壁
http://dissidentvoice.org/Articles9/089qalqiliyawall.jpg
http://images.cdn.fotopedia.com/dc0k3gvt5gp1g-So5caL-VF-I-ifill_1024x786.jpg
写真２　ベツレヘム近郊の分離壁
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既成事実の代表例に，占領地におけるイスラエル人入植地37）（図Ｆ）の
建設と，入植地と入植者を保護するためにつくられた「分離壁」38）（図Ｆ，
写真１，２）がある。
入植地の建設は，第３次中東戦争の翌年，1968年に始まった。国際法で
は，戦争で占領した領土に自国民を移住させることは，原則として禁止さ
れている。だが，イスラエルは，西岸・ガザ地区を「占領地」ではなく，
帰属未定の「係争地」だという立場を取り，この規定が適用されないと主
張した。この主張は，アメリカからも公式には支持されていない。
労働党政権下で開始された入植地建設は，主として，人口密度の低いヨ
ルダン渓谷沿いに進められた。一部の右翼グループが無許可でつくったも
のを除けば，旧東部停戦ラインを防衛する軍事目的の入植地だった。
入植活動は，1977年に成立したリクード政権のもとで加速した。それは，
西岸地区の併合を視野に入れた政治目的の入植で，その方式は，「線」の確
保から「面」の確保へと進化した。このため，イスラエルによる組織的・
大々的な土地接収が行われ，入植地建設と合わせて，入植地相互間，入植
地とイスラエル本土（1967年以前の支配地）を結ぶ道路・鉄道・鉄橋・ト
ンネル，その他のインフラも整備された。領土拡張に賛同する「大イスラ
エル主義者」と，安い家賃に吸引された一般のイスラエル・ユダヤ人の移
住で，入植地の人口は着実に増えていった。
1977年に約３万８千人だった入植者人口は，あらたな労働党政権下でオ
スロ合意が成立した1993年には約27万人に増えていた。
オスロ合意成立，翌年のパレスチナ暫定自治政府の発足後も，入植地建
設は進んだ。オスロ合意で，入植地問題は，パレスチナの「最終地位交渉」
37）	 上記図Ｆなど入植地について詳しい情報は，The	Foundation	for	Middle	East	Peace	（FMEP）
発行のReport on Israeli Settlement in the Occupied Territories 各号（FMEPのホームページ：
http://www.	fmep/orgl）
38）	 分離壁について詳しくは，例えば，“Stop	the	Wall”	のサイト:	http://www.stopthewall.org/
news/3.shtml
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の議題の一つとされただけで，入植活動を制限する規定はなかった。「交渉
結果を先取りする」行為は慎むことが書かれていたが，パレスチナ側は，
入植続行について，オスロ合意の「精神に違反する」と抗議するだけであ
った。
イスラエルは，労働党などの中道左派政権であれ，リクードなど右派政
権であれ，ほぼ一貫して入植地の新・増設を推進したので，入植者人口は，
2000年には約365,000人，2010年には約50万人（いずれも東エルサレム地
区を含む）に増えた。年平均１万人以上の増加。2010年には，イスラエル
のユダヤ系人口600万人弱の１割近くが入植地に住んでいる勘定だ。
ガザ地区の入植地は，2006年，一方的に撤去されたが，東エルサレムを
含む西岸地区は，入植地と入植者専用道路，これらを守る数百カ所の検問
所や障壁，さらに2002年から建設が始まった「分離壁」で寸断された。通
勤，通学で隣町や村へ行く時や，自分の農地へ作業に行く場合も，往き帰
り，イスラエル兵に身分証明書を見せて許可を待つ。物資の運搬でも，急
病や出産で病院へ駆け込む場合も同様。占領地の住民はこのような日常を
強いられ，オスロ合意への期待は，たちまち深い失望に変わった。
「分離壁」は，西岸地区再占領作戦が始まった2002年に着工された。高
さ８メートルのコンクリート壁，壕，有刺鉄線，通電柵，無人地帯，ある
いはこれらの組み合わせからなり，監視塔と鉄扉がある。出入りの際はイ
スラエル兵のチェックを受ける。「分離壁」は，マアレ・アドミーム，アリ
エルなど主要な入植地を取り込むため，グリーン・ライン（1967年の軍事
境界線）から西岸地区に深く切れ込み，場所によっては，パレスチナ人の
市町村全体を取り囲む。当初は，自国民を「テロリストの攻撃から守る」
ためだとされたが，間もなく，イスラエルは，この「壁」で取り込んだ地
域をイスラエル領として併合する意図であることを明らかにした。
提訴をうけた国際司法裁判所は，2004年７月，グリーン・ラインより西
岸地区内にはいった「壁」の建設は違法だとして，壁の撤去と，住民が被
った損害への補償を勧告した。同月26日には，イスラエルに国際司法栽の
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勧告に従うよう求めた国連総会決議が150－6－10で採択されたが39），イス
ラエルはこれらを無視して「壁」建設を続行した。「壁」は2010年夏まで
に520kmが完成，計画通りだと，最終的には全長810kmで，西岸地区の46
％をイスラエル側に取り込むことになる。
PLOとイスラエルの直接交渉は，2008年12月のイスラエル軍ガザ侵攻に
よる長期の中断をはさんで，2010年９月２日，18か月ぶりに再開された。
しかし，同14～15日の第２回の後，すぐ中断された。９月26日に，イスラ
エルが，10か月の「入植活動凍結」終了を宣言し，本格的な入植地建設を
再開したからだ。
この状況で，PLOが交渉を続行することは不可能だった。理由は２つ。
ひとつは，独裁や腐敗した政権に抗議する大衆運動「アラブの春」が，チ
ュニジア，エジプト，その他のアラブ地域に広がっていったこと。もうひ
とつは，大量の秘密文書「パレスタイン・ペーパーズ」40）が，メディアに
リークされ，PLOがイスラエル側に大幅譲歩したのにイスラエル側が拒否
したとされる情報が広く流されたことだ。
「アラブの春」に触発された西岸・ガザ地区のパレスチナ人の怒りは，占
領者イスラエルだけでなく，対イスラエル交渉でなんら展望を開けず，腐
敗・非効率が目立つパレスチナ自治政府にも向けられた。自治政府とPLO
の指導部は，かなりの程度，人的に重なり合っている。PLOは，アメリカ
の仲介に依存しつつ，イスラエルへの譲歩を続けても無駄だと判断したも
のと思われる。
39）	 2004年7月21日「毎日新聞」ほか
40）	 “Palestine	Papers”は，最近の数年間，パレスチナ・イスラエル・アメリカの高官や当局者
の間で行われたとされる非公開のやり取りなどを記録，Al-JazeeraやGuardianにより広く報
道 さ れ た：http://www.aljazeera.com/palestinepapers/；		http://www.guardian.co.uk/world/
series/palestine-papers-documents
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その結果が，2011年９月23日，PLOの国連正式加盟申請とマハムード・
アッバース議長（パレスチナ自治政府大統領）の総会演説だった。同議長
は，グリーン・ラインを国境線とし東エルサレムを首都とするパレスチナ
独立国家樹立を求めると演説し，「パレスチナ人民が，数10年の離散と植民
地支配，終わりなき苦難を乗り越え，ほかの諸国民のように，自由な独立
国に生きる時が来たのだ」と語った。入植地建設については，「２国解決実
現のチャンスをつぶし，パレスチナ自治政府の基盤を堀くずし，その存立
自体を危うくするものだ」と批判した。そして，国連安保理には，パレス
チナが「国連の正規加盟国になることを支持してほしい」と訴えた41）。
だが，これより２日前，アメリカのオバマ大統領は，総会での演説で，
パレスチナの国連加盟を求める安保理決議案には拒否権を行使すると予告
していた42）。
パレスチナ加盟問題は，９月28日，安保理の「加盟審査委員会」に付託
されたが，協議は長引き，11月11日，議長国ポルトガル代表は，委員会が
合意に至らなかったと発表，棚上げとなった。賛成が，ブラジル，ロシア，
インド，中国など８カ国にとどまり，英仏などは，アメリカとの正面衝突
をさけるため，棄権する意向を示したと見られる。こうして，理事会でパ
レスチナの加盟推薦決議が成立する見込みはなくなった。アメリカは「拒
否権行使」の予告だけで，当面，パレスチナの国連加盟阻止に成功した43）。
PLOは，10月31日のUNESCO総会で，多数の賛成を得てその正規メンバ
ーとなり，いくらかの足がかりを得た44）。
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41）	 24/9/2011	Haaretz;	BBC.	Full	text は	Haaretz：http://www.haaretz.com/news/diplomacy-
defense/full-transcript-of-abbas-speech-at-un-general-assembly-1.386385
42）	 23/9/2011	サンケイ新聞，ほか
43）	 11/11/2011	Guardian;	Haaretz
44）	 30/10/2011	BBC:	http://www.bbc.co.uk/news/world-middle-east-15518173　票決は107-14－
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終わりに
こうして，パレスチナ問題は，久方ぶりに国連での議題として注目を浴
びた。しかし，国連が，近い将来，パレスチナ問題の解決で主要な役割を
はたすことができるかどうかは，まだわからない。アメリカが，長期的に
見た国益に反してまでイスラエルのために拒否権を行使する限り，国連の
役割は限られたものにとどまるだろう。オバマ政権が，2013年１月の第１
期を終える前に，これまでの方針を変える可能性は低い。仮に，共和党候
補が次期大統領選挙に勝てば，アメリカの政策転換は，さらに先延ばしさ
れるだろう。逆に，オバマ大統領再選の場合は，政策転換の可能性も考え
られる。
アメリカ大統領の３選はないから，バラック・オバマは，パレスチナ問
題についても，彼自身の政治信条とアメリカの国益を基に政策判断が可能
になるからだ。歴史的不正によるパレスチナ人の長期にわたる苦難と地域
紛争を放置，アラブと世界のイスラーム教徒を敵にまわし，国際孤立を続
けるには限界がある。唯一の超大国アメリカの相対的な力は低下し続けて
いる。
その時，パレスチナ問題に関わる国連の役割は，あらためて注目される
ことになるだろう。
〈注記〉脚注のサイトは，いずれも2012年１月現在のもの。
